
平成２５年度

施 政 方 針

浦 安 市



1

【まえがき】

今、定例会におきまして、平成 25 年度の予算案をはじめ、関係諸議案

のご審議をお願いするにあたり、私の所信の一端と新年度の主な施策の

概要を申し上げ、議員各位並びに市民の皆様のご理解とご協力を賜りた

いと思います。

【市政運営の基本的な考え】

初めに、市政運営の基本的な考えを述べさせていただきます。

早いもので未曾有の東日本大震災からまもなく２年になろうとしてい

ます。

この２年間を振り返りますと、まさに液状化に真っ向から向き合った

２年間であったといっても過言ではないと思います。

液状化によるライフラインの寸断、上下水道の被災により強いられた

不便な日常生活、必死な思いでの応急復旧、県議選問題、液状化被害の

認定基準の見直しの国への働きかけ、本市独自の支援制度の創設、さら

に地盤工学会・土木学会・日本建築学会のトップ頭脳を集めた浦安市液

状化対策技術検討調査委員会の設置、市民の手によるふるさと復興市民

会議の議論、そして市民の声を広範囲に集めて策定した復興計画など、

本格的な復旧・復興事業に向け、為すべきことを漏れなく行ってきたと

声を大にして言える２年間でした。

今、平成 25 年度を前にして被災地浦安市から、再生・創生に向けた基

礎固めの２年間を経て、いよいよ本格的な復旧・復興の年度を迎えると、

思いを新たにしているところです。

空前の液状化による惨状ではありましたが、あれ程の強い揺れを受け

ながらも、倒壊家屋ゼロ、火災の発生もゼロ、さらに死者も出なかった

ことは、特筆に値するものと思っています。



2

このことを踏まえ、私は今、本格復旧・復興を前にして、浦安ブラン

ドの再生と創生の反転攻勢の年にする決意を新たにしています。

幸い、国の災害査定や、東日本大震災復興交付金制度など、国から多

くの支援を得ることが出来、元に戻すいわゆる復旧事業費として 302 億

円、さらに液状化対策を付加した復興事業費として 248 億円とし、復旧・

復興事業費の総額を 550 億円と定め、優先順位を決めながら復旧・復興

工事が始まったところです。

平成 25 年度は、「本格復旧・復興元年」と認識し、これまでの公園や

小・中学校などの施設を中心とした復旧・復興から、幹線道路や下水道

など、さらには街区を対象にした面へと展開し、「再び、人が輝き躍動す

るまち・浦安」をめざして、力強く邁進して参ります。

これから３年間は、中町・新町の至る所で平時では考えられない量の

工事が行われ、市民の皆様にご不便をお掛けすることと思われますが、

ご理解と共にご協力をお願いいたします。

反転攻勢に向けて浦安市は今、大きなツールとして環境共生都市を目

指した産・官・学によるコンソーシアムを組み、スマートシティ構想に

チャレンジしているところです。

これは新町地区に土地を取得したハウスメーカー大手５社が、被災を

受けた浦安市のポテンシャルの高さは変わらないとの見通しの中で、液

状化対策やエコ・自然再生エネルギーなどの導入など、より付加価値を

つけた住宅地開発をしたいとの心強い考えの基で参加しているもので、

こういった企業との強い連携が被災地浦安からのイメージ回復に大いに

寄与するものと期待しています。

さらに、現在、第２次実施計画の改定作業を進めているところですが、

子育てや高齢者・障がい者福祉、学校教育、生涯学習などについても、

様々な施策を果敢に展開して行くことで、震災後も変わることのない本

市のポテンシャルの高さを内外に発信し、「被災地・浦安」からの一日も

早い脱却と、持続可能な都市の実現に向け、全力で邁進して参ります。
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浦安市の歴史を振り返ると、昭和 24 年８月のキティ台風による激甚災

害の指定、さらに本市の一大転機となった昭和 33 年の黒い水事件など、

幾多の試練を先人先輩達は、歯を食いしばり、英知と努力で困難に立ち

向かい、その度に見事に乗り切り、今日の浦安市の礎を築いてくれまし

た。

私は、今後とも 1,300 名の市役所職員の先頭に立ち、こういった先人

先輩達に決して恥じない市政運営を、誇りを持って行って参ります。

さらに、どのような時でも、公、公共の使命を忘れず、健全な財政を

目指し、様々な災害にも果敢に対処できる安全な地域社会と、何よりも

安心して肩を寄せあえる互助・共助に支えられた持続可能なまちづくり

を目指す使命を負っていることを再認識し、16 万２千市民の運命共同

体・浦安丸の舵取りを託された船長として、全身全霊で与えられた職責

を果たす覚悟です。

【財政見通しと当初予算】

それでは、次に、財政の見通しと当初予算について、申し上げます。

我が国の経済は、円高・デフレ不況が長引き、名目ＧＤＰは３年前の

水準とほぼ同程度にとどまるとともに、製造業の競争力は低下し、貿易

赤字は拡大しています。

また、過度な円高の動きは修正されつつあるものの、国内の成長機会

や若年雇用の縮小、復興の遅延など、閉塞感を払拭できない状況も継続

しています。

さらに、昨年後半からは、景気の底割れが懸念されています。

こうした中、国においては、日本経済再生に向けて、大胆な金融政策、

機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略の「三本の矢」で、長

引く円高・デフレ不況から脱却し、雇用や所得の拡大を目指すとしてお

ります。
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一方、本市は、厳しい財政状況が続く地方財政の中にあって、財政力

指数をはじめ実質公債費比率や経常収支比率など、各種財政指標からも

他の自治体に比べ依然として恵まれた財政状況にあると言えます。

そして、平成 25 年度の市税は、前年度に比べ、3.2％の増、当初予算

ベースで約 12 億円の増加が見込める状況になりました。

しかし、復旧・復興の推進はもとより、第２次実施計画の推進や市民

ニーズの拡大に対応するための事業展開も必要となっていることから、

将来にわたり健全財政を堅持できるよう、今後とも都市経営の視点に立

ち、行財政改革の推進による効率的な財政運営が不可欠となっています。

私は、平成 25 年度の予算編成において、引き続き、東日本大震災から

の復旧・復興事業を最優先課題と位置づけるとともに、本市の抱える懸

案事項の解消をはじめ、市民ニーズ・行政課題への対応といった面から、

真に必要な施策等の推進にも積極的に取り組みました。

さらに、限られた経営資源の中で、より効果的な行政サービスを行う

ために、市民サービスへの影響に十分配慮しながらも、これまで以上に

コスト意識を持って、施策や事業の選択と集中、また、最少の経費をも

って最大の行政効果を目指すとともに、中・長期的な観点に立ち、将来

に渡り健全な財政運営が堅持できるよう取り組みました。

また、国民健康保険特別会計では、これまで厳しい経済状況に配慮し、

保険税の改正を見送ってきましたが、サラリーマン世帯などとの公平性

の確保から、国民健康保険税の税率改正にも取り組みました。

その結果、当初予算の規模は、一般会計において、630 億円となり、

前年度と比べ８億４千万円の増となり、また、特別会計においては、５

会計をあわせ 318 億 6,160 万円、前年度に比べ 41 億 1,950 万円の増とな

りました。

なお、復旧・復興も本格化します平成 25 年度当初予算の規模は、過去

最高となりました。
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こうした中にあっても、平成 22 年度末に約 112 億円であった財政調整

基金は、その後、出来る限り国費等の財政支援を受けながら、復旧・復

興を推進してきた中でも、平成 25 年３月末で約 149 億円が見込まれると

ころです。

今後につきましても、健全な財政運営を堅持するとともに、国費等の

活用を最大限に図り、市の負担を極力抑制しながら復旧・復興を推進し

て参ります。

【行政組織】

次に、行政組織につきましては、震災からの本格的な復旧・復興への

対応や制度改正、さらには、高度化・多様化する行政需要への的確な対

応を図るため、組織編制を見直しました。

震災からの本格的な道路の復旧・復興を集中的かつ強力に推し進め、

業務の効率化を図るため、道路管理課を再編し、道路整備課と道路管理

課の２課に業務を分離します。

宅地などの液状化対策を推進するため、市街地開発課に「液状化対策

推進室」を新設します。

下水道施設の液状化対策や計画的な耐震対策を推進するとともに、上

下水道使用料の徴収一元化を図るため、下水道課を現在の２係体制から

新たに「業務係」を新設し、３係体制とします。

障害者自立支援法の改正や権限移譲により、障がい者に関する業務が

増大かつ多様化することから、より効率的に対応するため、障がい福祉

課を再編し、障がい福祉課と障がい事業課の２課に業務を分離するとと

もに、障がい児から障がい者への途切れのない連携強化の観点から、こ

ども発達センターをこども部から健康福祉部へ移管します。
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また、建築基準法に基づく限定特定行政庁から特定行政庁への移行に

伴い、これまで、市が行ってきた木造２階建て住宅までの建築確認や検

査等に加え、新たに千葉県が行っていた建築行政事務を本市で行うこと

になりました。さらに、家屋の耐震化や液状化対策に関する市民からの

相談体制を強化するため、建築指導課に「企画・相談係」を新設します。

市の財産管理の一元化を図るため、財政課財産管理係と契約課庁舎管

理係を統合し、財政課内に「財産管理室」を新設します。

【主な施策・事業】

それでは、平成25年度に取り組む施策や事業について申し上げます。

まず、震災からの復旧・復興、そして、防災対策の強化について、申

し上げます。

本市の地域防災計画につきましては、国、千葉県の防災に関する計画

の見直しなどを反映させながら、震災時に自助・共助・公助の連携によ

る被害の軽減や迅速かつ的確な対応を図るため、引き続き、改定作業を

進めて参ります。

また、これまで、被災した公園や小・中学校などの教育、福祉施設の

復旧事業を主に取り組んできましたが、今後は、新浦安駅や舞浜駅前広

場をはじめ、シンボルロードなどの緊急物資の輸送道路となる主要な幹

線道路を対象に、大規模地震でも緊急車両が通行可能となるような液状

化対策を行って参ります。併せて、これら主要幹線道路に埋設されてい

る下水道管渠やマンホール施設についても、その機能を維持できるよう、

液状化対策や耐震対策を行います。

さらに、下水道施設の重要な幹線等については、総合地震対策事業の

計画策定を行います。

また、被災した下水道の復旧事業を進めるとともに、地区住民の方々

に道路と宅地境界の基本となる「街区面積基本ライン」をお示しし、話

し合いを行いながら、道路の復旧事業を推進します。
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土地の境界確定につきましては、地籍調査を基本に、日の出、明海、

高洲地区等の大規模街区から進めて参ります。

昨年から行っている市街地液状化対策実現可能性調査の結果を踏まえ、

道路などの公共施設と宅地との一体的な液状化対策について、関係住民

との協議・調整を進めながら、液状化対策事業計画の策定に取り組みま

す。

市役所の新庁舎建設については、既に１月15日号の「広報うらやす」

の特集号でもお知らせしたとおり、平成20年に基本計画を策定し、基本

設計に着手していましたが、平成21年当初に、経済状況の不透明感や不

安定な政治状況などの複合的な要素により、一時中断の決定をしたとこ

ろです。

しかしながら、平成23年３月11日に発生した東日本大震災では、地震

発生直後に、災害対策本部を庁舎から離れた集合事務所に設置しました

が、必要な情報の収集や市民への伝達、職員への指揮命令など、災害対

策本部の運営に不都合が生じ、急きょ、文化会館に本部機能を移し復旧

作業にあたることになりました。

災害時においても、最低限の市役所業務を継続しなければならない一

方で、災害救助・救援活動のほか、長期間にわたる復旧・復興活動の中

枢となる庁舎の重要性を改めて認識するとともに、首都直下地震の発生

の懸念も高まってきていることなどから、一時中断していた新庁舎建設

に着手することを決断し、今後、積極的に推進して参ります。

平成27年度の完成を目指し、デザインビルド方式により、建設事業者

を選考して実施設計を行います。

また、災害によって市役所機能が低下する場合であっても業務を継続

し、最低限の行政機能を確保しながら、短期間で平常業務へ復帰する体

制を構築するとともに、市民生活の早期復旧を図るため、市役所の事業

業務継続計画の策定に取り組みます。
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また、新町地域での人口増加に伴う、救急・消防需要への対応や市域

全体の消防力の充実・強化を図るため、日の出公民館に隣接する用地に

消防署の（仮称）日の出出張所を整備します。

防災行政無線は、災害時に様々な情報を市民や在勤・在学者、来訪者

などに対し、一斉放送により、迅速かつ広範囲に周知することが可能な

重要設備ですが、一方、屋外スピーカーを使用した放送設備であるため、

風雨等の気象条件等の影響を受け易く、一部の地域において聴取しにく

いなどの状況にあります。このようなことから、防災行政用無線の補完

対策として、防災ラジオの導入効果をモニタリング調査により検証する

とともに、放送内容を録音し、テレフォンサービスで確認することがで

きる機器の導入を進めます。

また、大規模な災害に備え、図上訓練などの実践型訓練を実施し、応

急対策体制の強化を図ります。

さらに、大規模な災害が発生した場合、地域住民が主体となって避難

所の開設・運営ができるよう、地域の実情にあった避難所開設・運営マ

ニュアルの作成に引き続き取り組みます。

東日本大震災では、下水道の被害が大きく、家庭のトイレが長期間使

用できない状況が続き、市で備蓄していた災害非常用トイレの活用と併

せ、急きょ、多くの仮設トイレを調達しました。

この教訓を踏まえ、災害時のトイレ対策を推進するため、避難所及び

一時避難場所に、災害時に有効なトイレの配備について、調査及び検討

を行います。

また、災害時においては、子どもや女性、障がい者にとってトイレが

利用しづらいという声を数多く聞きました。このことから、市役所都市

環境部の女性職員の研究チームが考案した、誰もが安心して利用できる

トイレ環境の整備に向け、検討を進めていきたいと考えています。
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さらに、水道管が被災し、長期間にわたって飲料水の確保が難しくな

ることを想定し、防災井戸の整備に向けて試験掘りなどの調査を行いま

す。

また、先の震災では、自治体同士の広域連携の必要性を痛切に感じた

ところです。本市が加入している「中越大震災ネットワークおぢや」か

らは、被災家屋の被災度判定調査のため職員を派遣していただき、また、

東京都をはじめ、近隣自治体からも道路や下水道などの復旧のため、大

勢の職員を派遣していただきました。

昨年、都市間交流や震災を契機に職員の派遣や救援物資の提供などを

縁に関係を深めた、茨城県下妻市・北茨城市、長野県茅野市、愛知県弥

富市、滋賀県豊郷町、群馬県高崎市と災害時における相互応援に関する

協定を結びました。この協定は、大規模災害時に食料や生活必需品、復

旧業務に従事する人員などが不足することを想定して、相互に支援をす

ることを目的として締結しましたが、さらに応援体制を強化するため、

新たな自治体との協定締結に取り組んで参ります。

また、こうした防災関係だけでなく、本市から排出する焼却残渣の最

終処分場としてご協力をいただいている茨城県北茨城市からの呼びかけ

で、廃棄物等に関する40団体の自治体連携による協議会が設置され、私

が副会長に選任されましたが、私は、改めて、このような広域的な自治

体間の連携は、今後も複雑化・多様化する行政課題へ的確に対応してい

く上で、ますます重要となってくるものと強く認識したところです。

それでは、次に、子育てや健康・福祉に関する施策について申し上げ

ます。

昨年の８月に「子ども・子育て支援法」が制定されました。

これにより、市町村は、子どもの健やかな成長のために、適切な環境

が等しく確保されるよう、子どもやその保護者に必要な子ども・子育て

支援給付及び地域子ども・子育て支援事業を総合的かつ計画的に行うこ

ととされました。
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また、子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、子どもの

保護者の選択に基づき、多様な施設または事業者から、良質かつ適切な

保育や教育、その他の子育て支援が総合的・効率的に提供されるよう、

その提供体制を確保することなどが市町村の責務としてあげられました。

また、子ども・子育て支援施策が地域の子どもや子育て家庭の実情な

どを踏まえて実施できるよう「浦安市子ども・子育て会議」を設置する

とともに、５年を１期とする保育・教育及び地域子ども・子育て支援事

業の提供体制の確保などに関する「浦安市子ども・子育て支援事業計画」

の策定に取り組みます。

就学前の子どもへの保育や教育を一体的に提供するとともに、地域で

の子育て支援機能を備えた（仮称）明海認定こども園の整備に向けた取

り組みを進めます。

また、平成12年に株式会社オリエンタルランド社より、取得した旧バ

スターミナル用地について、昨年３月、株式会社ダイエーより、一時預

かり施設や子育て支援センターを併設した認可保育園と近隣住民や高齢

者の利便性の向上に貢献する地域密着型食品スーパー等の商業施設の開

発計画及び土地活用の提案がありました。

市としては、この提案が財源確保の面のみならず、長年の懸案であっ

た猫実保育園の建替え問題や子育て支援の充実、昨今、課題となってい

る高齢者への買い物支援対策にもつながり、また、近隣住民の利便性の

向上や駅前周辺地区の活性化に大いに寄与するものと考え、株式会社ダ

イエーと協議を進め、先般、仮契約を締結したところです。

このようなことから、株式会社ダイエーが整備する複合型施設の完成

後、現在の猫実保育園を一時的にこの場所に移し、既存園舎の大規模な

改修工事を行います。
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次に学校教育につきましては、地域とともに歩む学校づくりを推進す

るため、各学校に学校支援コーディネーターを引き続き配置していきま

す。

また、将来の浦安のリーダーとして活躍する人材の育成を目的に、市

立中学校の生徒会などのリーダーを対象に、経済界や文化人などとの交

流を通して、リーダーシップ能力を磨く、「ふるさとうらやす立志塾」を

引き続き開催します。

小規模校化が顕著である入船地区の学校規模の適正化を図るため、引

き続き、学校統合準備委員会で具体的な課題の検討を行うとともに、Ｐ

ＴＡや地域の代表の方々からご意見等をいただきながら、入船北小学校

と入船南小学校の統合を進めます。併せて、平成27年４月の小中連携・

一貫教育推進校の開校に向け、学校施設の一部改修設計を行います。

また、高洲地区の中学校生徒の増加に対応するため、（仮称）第９中学

校の建設を進めるとともに、富岡小学校及び堀江幼稚園の耐震改修工事

に向けた調査を行います。

東小学校体育館については、耐震化・老朽化などの課題を解消すると

ともに、狭隘化している東小学校児童育成クラブの一部を併設し、さら

に、地域のスポーツ振興の拠点として、地域住民が身近に利用できるよ

う、冷暖房機能を備えた複合施設として建替えを進めます。

次に健康・福祉につきましては、「子どもからお年寄りまで、すべての

市民が健やかで、こころ豊かに暮らせるまち」の実現などを目的に、浦

安市の健康増進計画「第２次健康うらやす21」の策定に取り組みます。

また、スポーツを通じた市民の健康づくりを推進していくため、高洲

海浜公園内にあるパークゴルフ場については、市民利用の増加や各種大

会にも対応できるよう、新たに９ホールの整備を行います。
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また、現在、総合公園西側にサッカーやラグビー、または軽スポーツ

などを楽しむための総合公園球技場の整備を進めていますが、夜間利用

の市民ニーズにも対応できるよう、照明設備の設置を行います。

さらに、スポーツ機会の拡充を図るため、舞浜運動公園のスポーツ屋

外施設を対象に早朝・夜間の利用時間の拡大を図るとともに、震災の影

響もあり、一時中断していた陸上競技場の整備を再開します。

特別養護老人ホームのニーズに対応するため、高齢者保健福祉計画に

基づき、当代島地区に80床規模の広域型特別養護老人ホームの整備に取

り組みます。

また、認知症対策として、より良い在宅ケアを目的とした家族支援、

認知症ケアの向上を目的とした研修会等の事業者支援、及び、認知症に

関する知識の普及を目的とした地域支援の「認知症対策三位一体化計画

推進事業」を協働提案事業として実施します。

地域での高齢者のコミュニティ活動の拠点となる老人クラブ施設につ

いては、耐震性や安全性を確保するため、美浜東寿会館の建て替えを行

います。

また、障がい者手帳を所持している方に配布していた福祉バス回数乗

車券を、障がいに配慮した利便性の向上を図るため、ＩＣカード乗車券

に切り替えます。

新浦安駅前プラザマーレ内の「スワンカフェ＆ベーカリー新浦安店」

については、本年の２月28日で閉店します。

市では、当初の設置目的である、障がい者の就労の場を確保し、なお

かつ駅前という立地条件を活かした施設利用について検討を行ってきた

結果、防災協定や市民交流などがある自治体の特産品などをはじめとす

る物販や飲食機能を有する施設として活用を図っていくこととしました。

今後は、早期開設に向けて、関係機関等との調整を進めて参ります。
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次に、市民交流を通じた市民文化の醸成と地域コミュニティの活性に

向けた施策についてですが、浦安は、様々なイベントを機に地域が一丸

となってきたまちです。

昨年も、三社祭りに加え、復興感謝祭や納涼花火大会など、数多くの

イベントを開催し、多くの方々に喜んでいただきました。そして、この

ことは、地域住民が「ふるさと浦安」を実感し、浦安市民としての一体

感をさらに醸成したものと思っています。

平成25年度においても、「カフェテラスｉｎ境川」や国際的なコンベン

ションの誘致活動など、観光振興計画などに基づく各種事業を、うらや

す観光推進協議会を中心に、浦安商工会議所や浦安観光コンベンション

協会などの関係機関と連携して実施して参ります。

また、ふるさとづくり運動の一環として、毎年開催しています納涼花

火大会については、本格的な住宅開発により、打ち上げ場所を陸地に確

保することが困難な状況となりました。

しかしながら、花火大会は多くの市民が毎年楽しみにしている一大イ

ベントでもあり、「ふるさと浦安」の夏の風物詩でもあることから、海辺

を活用した打ち上げ方法などを主催者である「浦安市ふるさとづくり推

進協議会」と協議を進めながら、存続させたいと考えています。

このほかにも、「24時間リレーマラソン」の開催など、市の新たな付加

価値やイメージアップにつながる民間サイドの動きも活発化してきてい

ます。

こうした取り組みを通じて、震災を乗り越え復興に取り組む本市の姿

と魅力を国内外へ向けて情報発信を進め、「被災地・浦安」から一日も早

い脱却と、かつての浦安ブランドを取り戻す反転攻勢をかけたいと、改

めて意を強くしています。
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また、市民の文化活動や生涯学習活動の場でもある公民館については、

建設後30年を超える施設もあることから、長寿命化を図るため、大規模

改修に向けた実施設計を堀江公民館で、劣化度調査を富岡公民館で実施

します。

「ふるさととして心のよりどころとなる墓地」を基本理念に、整備を

進めてきた墓地公園については、開園から20年を経過し、市民の家族形

態や埋葬に対する考え方なども多様化してきたことから、今後の墓地公

園のあり方について検討を行います。

最後に、環境に配慮した良好な都市づくりに向けた施策について申し

上げます。

まず、本市の環境施策の方向性を示す環境基本計画については、第１

期環境基本計画の実施状況を踏まえ、市民・事業者・市などの各主体が

目指すべき環境保全の方向性の共有化を図り、協働で実現に向けた取組

を推進するため、平成26年度から平成32年度までの７年間を計画期間と

する「第２期環境基本計画」を策定します。

また、現在市では、震災で影響を受けた都市ブランドの再生を目指し、

環境に配慮した持続可能な都市として、環境共生都市を標榜し、その実

現に向け、検討を進めているところですが、25年度においても、産・官・

学の連携により取り組んで参ります。

その一環として、環境共生都市コンソーシアムに参加しているハウス

メーカーとの連携により、住宅開発地区において環境や防災に配慮した

「自立型自治会集会施設」を整備します。

また、市民の自然再生エネルギーの利用を促進するため、住宅用太陽

光発電システム設置補助などを行う浦安エコホーム事業を引き続き推進

していきます。
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さらに、地球温暖化対策の一環として、環境負荷の低減や省エネルギ

ーの促進に効果的である電気自動車とプラグインハイブリット自動車の

普及促進を図るため、充電設備に要する費用の一部を助成します。

また、緑化の推進や災害に対する減災を目的に、液状化現象による噴

出土砂を活用して、沿岸部に緑地を整備する「浦安絆の森」については、

引き続き、公益財団法人イオン環境財団との共催事業として推進します。

次に、ＪＲ京葉線の複々線用地につきましては、鉄道用地としての土

地利用が図られないことから、若潮通り沿道などにふさわしい土地利用

を誘導するとともに、ゆとりとうるおいのある景観を形成していくため、

地区計画等の導入・活用について検討を行います。

東西線浦安駅周辺地区の再整備につきましては、権利者の方々等との

これまでの交渉を踏まえ、ステップ・１（ワン）地区の核となる土地の

取得に取り組んでいくとともに、この土地を活用したバス停の集約化や

自転車駐車場の整備についても話し合いを行いながら検討を進めて参り

ます。

道路整備については、国道357号東京湾岸道路の渋滞を緩和するため、

現在、国が進めている舞浜交差点から浦安インターまでの区間の立体化

を促進します。

さらに、港及び鉄鋼通りの車両交通の流れを円滑にするとともに、中

央公園通りへの大型車両の流入を抑制し、周辺の交通負荷の軽減や住環

境の保全を図るため、港、鉄鋼通り地区を接続する道路を整備します。

近年の異常気象に伴う局地的な集中豪雨に対応するため、雨水一時貯

留施設の設置をこれまでも進めてきましたが、震災による地盤沈下の影

響もあり、さらに緊急性が高まっていることから、道路冠水対策事業と

して、弁天地区に雨水貯留施設の整備を行うとともに、東野地区を対象

に雨水貯留施設の実施設計を行います。
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【結び】

ここに、市政運営についての私の所信の一端と、新年度における主要

施策の概要を申し上げました。

私たちの浦安は、首都東京に隣接した恵まれた立地条件と公有水面埋

立事業による市域の拡大により、個性ある良好な住宅都市として、大き

な発展を遂げました。

全国的な知名度を誇り、様々な調査において行政サービスに対する高

い評価を得られるまでに発展してきました。

その陰には、戦後の都市化、工業化という大きな時代の流れの中、海

からの恩恵を生活の糧としてきた、浦安の歴史に終止符を打ち、埋立事

業から始まる新しいまちの建設に将来の浦安の隆盛を願い、そして信じ

た先人先輩たちの大きな決断と、たゆまぬ努力があったからに他なりま

せん。

間もなく、昭和 37 年の漁業権の一部放棄から始まった新しいまちの建

設も半世紀という長い歴史を経て、大きな節目を迎えようとしています。

この新しいまちの建設にあたっては、急激な開発に伴う本市の財政負

担の緩和と良好な住宅地等の基盤整備を行うため、千葉県及び千葉県企

業庁と逐次、協議・調整を図りながら進めてまいりました。

後程、行政報告をさせていただきますが、この度、近年の社会経済情

勢などを背景に、千葉県企業庁における土地造成整備事業は平成 24 年度

末をもって収束する運びとなりました。

私は、ここに改めて、本市の発展のために、ご尽力を賜りました千葉

県及び千葉県企業庁に対して、心より感謝を申し上げます。
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そして、いよいよ私たちの浦安は、半世紀に及んだ「開発の時代」か

ら、「成熟の時代」へと新たなステージに入ります。

奇しくも本年の干支は、「癸（みずのと）巳（み）」の年です。

「癸」は戦いの矛を交差した姿を表し、戦いの準備が整ったという象

形文字です。さらに、十干最後の年で、10 番目であると同時に０番目で

もあり、全ての終わりと始まりを表しています。

そして、「巳」は、胎児が母親の胎内で出産の用意が整った形を表した

象形文字で、次の新しいステージに向けて待機する状態を表しています。

どちらも戦いや生まれ出る準備がすべて整ったことを意味しており、

私たちの浦安の再生と創生の発展に向けたスタートにふさわしい年と言

えます。

私は、諸施策、諸事業の推進にあたり、職員に一層の自覚と研鑚、そ

して意識改革を求めながら、私自身がその先頭に立ち、市民の皆様と一

緒になって力強く市政を推進していきたいと考えています｡

改めて、議員各位並びに市民の皆様のご理解とご協力をお願い申し上

げまして、今後の復興、そして、本市のさらなる発展に向けたまちづく

りに臨む私の決意とさせていただきます。

平成 25 年２月 19 日

浦安市長 松 崎 秀 樹


